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1 DXの推進

【審議事項】
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取組結果

DX推進人材の育成 DX実行計画の推進

【令和5年度のDXの取組】

• 各部において、DXをけん引するDX PROを選抜
育成プログラムを集中して実施

• 各部長に対して、DXを推進するための研修を実施

• 全職員に対して、DXの基礎研修を実施

• 各部で優先的にDXを進める案件を選定

• DX PROが中心となって、DX実行計画を作成し
業務の見直しを実施

• ICTイノベーション推進室が、計画の作成やDXの進
め方などについて、DX PROをサポート

• 多くの事業は令和6年3月末までに取組が完了した
• 一部、見直しの範囲が広い、関係者との調整に時間を要する

等の理由で取組中のものがある
• 取組中のものは、ICTイノベーション推進室がサポートしながら、令

和5年度のDX PROが中心となって、取組を継続し完了させる

【問題点】
• 周囲の理解・協力が得られず、DX PROが孤軍奮闘している取

組があった
• 取組を進める中で、現行の業務にICTを導入するだけの取組、
作業の一部分だけの見直しになってしまっている取組があった

DX PROの声

① DXに対する取組姿勢

② ゼロベースでの業務見直し

③ 関係者との調整

DXの取組を今後進めるにあたり必要と感じた項目
（上位3項目）

（令和6年1月ナレッジ共有会アンケートより）
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令和5年度 DX推進の取組



堺市DXの進め方 ICT戦略推進本部会議にて審議（令和5年2月）

すべての職員でデジタル改革を達成

デジタルを受容する組織への転換を図り積極的にDXを推進

• 「DXとはどういうものか」「なぜ今DXに取り組む必要があるか」などの研修を全職員に実施
• 全職員が利用者としてICTが「わかる」ための、 ICTリテラシーの向上研修を実施

DX PROの育成により各部のDXを強力に推進

管理職のマネジメントによるDX推進の環境を整備

• 全管理職向けマネジメント研修（基礎編）を実施
• 局長・部長級向けマネジメント研修（実践編）を実施

• DX PROの育成強化（基礎編→実践編、論理的思考を育成プログラムに追加）
• 外部人材を活用した相談会を拡充

➢ 所属職員への研修受講の環境を整備
➢ DXの意義を踏まえ、令和6年度に新たに取り組むDX対象業務を選定（選定会議5/20～5/31）

DXの意義を浸透させる取組
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DXの意義の浸透



2 アナログ規制の点検・見直し

【審議事項】
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今後の点検・見直しの流れ

規制の洗い出しの流れ

STEP1 STEP2（5月~6月） STEP3（7月~）

キ
ー
ワ
ー
ド
検
索
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アナログ規制

⚫以下のSTEP1～STEP3の流れで該当条項リストからアナログ規制を選定する作業を実施
⚫アナログ規制であると判断された規定については、デジタル技術による代替が可能か検討の上、規定の改正
を検討

現在地

デジタル技術による
代替可否を検討

↓
規定の改正を検討

検索キーワー
ドに不一致

検索キーワー
ドに合致

基
準
に
よ
る
ア
ナ
ロ
グ
規
制
確
認

非該当

該当

条文上、アナ
ログ的な手法・
運用に限定さ
れている

該当

非該当

アナログ規制
ではない



点検の進捗①

点検・見直し対象
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⚫アナログ規制の点検・見直しの対象として、 「地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しマニュア
ル」を参考に、まずは、条例、規則、規程、要綱、要領等のうち、例規検索システムでデータ出力が可能な
960の条例等を対象に点検を実施

⚫各課で所管する要綱、要領等については、条例等の見直しを踏まえて点検フロー等を再整理の上、別途
見直しを実施

規制分類 検索キーワード

目視規制 目視 検査 点検 調査 確認 観察 実地 聴取 面談 立会 現地 訪問 立ち入り

実地監査規制 監査 実地 現地 現場

定期検査
・点検規制

定期 検査 点検 調査 測定 査察 監査 確認 審査 モニタリング 年一回 月一回 日一回

常駐
・専任規制

常駐 常時 配置 実地 現地 その場で 駐在 在所
置かなけれ
ばならない

専任 専ら 常勤 選任

対面講習規制 講習 研修 講座 対面講習

書面掲示規制 掲示 掲げ

往訪閲覧
・縦覧規制

閲覧 縦覧 提示

FD等
磁気ディス

ク
光ディスク

光磁気ディ
スク

フレキシブ
ルディスク

フロッピー
ディスク

FD ＦＤ 磁気テープ
シーディー・
ロム

CD-ROM
ＣＤ－Ｒ
ＯＭ

シー・ディー CD

【点検を行った検索キーワード】



所管局 該当規定 該当条項

市長公室 10 65
危機管理室 10 24

ICTイノベーション推進室 6 142
泉北ニューデザイン推進室 2 3

総務局 100 859
財政局 22 224

市民人権局 30 89
文化観光局 35 88
環境局 19 287

健康福祉局 98 483
子ども青少年局 20 100
産業振興局 13 46
建築都市局 52 353
建設局 28 157

美原区役所 2 3
会計室 3 40
消防局 55 457

上下水道局 36 249
教育委員会事務局 63 302

選挙管理委員会事務局 10 55
監査委員事務局 3 39
農業委員会事務局 3 8
人事委員会事務局 23 104

議会局 13 104
財政局/会計室 1 14

合計 657 4,295

点検の進捗②

キーワード検索結果
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960の条例等を対象
にキーワード検索を実施した結果

657規定の4,295条項
を該当条項リストとして整理

4,295条項からアナログ規制を
洗い出し、見直し検討を行うため
各規制所管部署へ照会を実施
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ツールの活用

⚫テクノロジーマップは、デジタル庁が整備・公表する、デジタル技術の進展等を踏まえた自律的・継続的な規
制の見直しを支援するためのツールであり、規制を見直す際に、どのような技術類型が活用可能であるかを把
握することが可能

⚫技術カタログは、テクノロジーマップで特定した技術類型に関連する具体的な製品・サービスの情報を確認す
ることが可能

テクノロジーマップ等の活用

テクノロジーマップと技術カタログを、デジタル技術の代替可否の検討の際に活用



3 ICTリテラシーの向上

【審議事項】

10



「つかえる」「つくれる」
人材を継続してサポート

・所管に必要な人材を明確化
・専門知識の継承、定着

①全体的なICTリテラシーの
底上げ

・管理職によるICT推進
・担当者の基礎知識の向上
・業務課題と改善の気づき
・高度な知識習得の動機付け
・データ活用のための知識向上

わかる

つかえる

つくれる

理解

推進

導入

専門知識を習得して
RPAロボットやDB等をつくれる

継続

日常業務に必要なICT、データ活用の
重要性がわかる（基本操作を含む）

業務の課題解決に必要な
デジタルツールがつかえる

・新たな課題に合わせてデジタルツール
を改善、機能強化を自ら実施

②実務担当者にレベルを分けて研修を実施

・業務負担の軽減
・業務処理の正確性向上

取組イメージ

対象：全職員 対象：希望する所管課

全職員が「わかる」
取組に注力
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ICTリテラシー向上の取組 全体図



現状

データを何に
使っていいか
わからない

時間がないのに
データ整備が
必要なの？

勘と経験で
対応しよう

今までと同じで
いいや

めざすべき形

データ利活用の
意味を知る

データ活用の
成功事例が
蓄積される

①課題解決
②新サービスに
活用する

データ活用研修による動機づけ

データ活用を全職員が身に付けるべき必須のスキルとして研修を実施
業務改善や課題解決の行動に繋げる
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データ活用研修の目的

データデジタルツール ×
申請データ
利用者データ
統計データ
マニュアル
FAQ…

Excel
M365
RPA

チャットボット
生成AI…

業務改善・課題解決

施策立案
EBPM
自動化
効率化

情報連携…

デジタルツールの活用にはデータが欠かせない
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令和6年度の研修概要

わかる（対象：全職員）

研修内容 実施時期

データ活用【基礎編】データの活用事例、データ作成の基礎 令和6年5月

データ活用【実践編】複数データによる課題解決（選抜実施） 令和6年7月～

生成AI（Copilot）の活用方法 実施済み

Microsoft Officeの基礎知識 実施済み

Windowsの操作基礎 実施済み

Teamsを活用した仕事の進め方 実施済み

つかえる（対象：希望所管課）

研修内容 実施時期

生成AI（Copilot for Microsoft 365）の使い方 令和6年6月～

RPAの概要（効率化できる業務や使い方） 毎年度実施

電子申請システム基礎（申請の受付方法） 毎年度実施

統合型GISの使い方 毎年度実施

つくれる（対象：希望所管課）

研修内容 実施時期

RPA応用（ロボットの基本的な作り方） 毎年度実施

電子申請システム基礎・応用（申請様式を作成方法等） 毎年度実施

統合型GIS応用（レイヤの作成方法） 毎年度実施

New

New

New



オンライン化の推進

【報告事項】
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オンライン化の推進
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令和6年3月末までに2,246件の手続きがオンライン化できた

令和4年度及び令和5年度のスケジュールが遅延している件数は 市民人権局 2件、文化観光局 1件、

健康福祉局 46件（令和4年度：16件、令和5年度：30件）子ども青少年局 12件、産業振興局 1件、建設局 6件

計画前から実施済

及びグループ1
重要取組 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

実績 実績 実績 予定 予定 予定 予定 予定 未実施 実績

市長公室 8 1 1

危機管理室 4 5 7

総務局 15

財政局 98 3 2 5 2 1

市民人権局 48 4（前倒し21）21 （遅れ2）108 9 2 1

文化観光局 63 2（前倒し38）55 （遅れ1）12 8 3 1 2

環境局 156 2（前倒し10）10 9 2 8 126 1

健康福祉局 332 29
（前倒し27）

104
（遅れ14）150 （遅れ5）7（遅れ11）19（遅れ14）96 （遅れ2）245 16 1 32

子ども青少年局 102 16
（前倒し5）

（遅れ1）112
（遅れ12）23 10 74 1 1

産業振興局 102 （遅れ2）44 （遅れ1）18 19 4 2

泉北ニューデザイン推進室 7

建築都市局 85 4 （前倒し7）32 52 12 12 40 3 1 6

建設局 41 1 5 （遅れ6）7 10 39 3 18

堺区役所 1

中区役所 5

南区役所 2

美原区役所 1

選挙管理委員会事務局 1

監査委員事務局 3

農業委員会事務局 24 1

人事委員会事務局 2

教育委員会事務局 60 1 2 10 1 16 1 14

上下水道局 128 3 11 7

消防局 479

総計 1759 70 413 390 16 39 165 554 28 4 75

R7年度 重要取組 個別対応が

必要な手続き

R5年度 R6年度～R5年12月

局



業務システムの標準化

【報告事項】
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システム標準化にあたっての対応事項

【留意事項】
①令和8年度以降の補助金支給額確定のため、今年度中に国から移行経費にかかる再調査が実施される予定
→標準準拠システムとのデータ連携のための改修費用、移行困難システムの移行経費の再見積もりを提示
できるよう準備すること

②データ連携を行う標準準拠外システムは、標準準拠システムとのシステム間テストの実施が必須
→令和7年7月までにシステム改修を完了すること

① ②
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標準化スケジュール



生成AIの活用推進

【報告事項】

18



生成AIの活用推進①

◼法人向けCopilotの導入

⚫庁内LAN環境において法人向けCopilotの利用を開始（4月）

業務の効率化を図るため、活用ガイドブックを参考に
全庁でテキスト生成AIの積極的な活用を推進

【対象】全職員

生成AIの活用推進①

⚫令和5年度に実施したプロンプトエンジニアリングのワークショップにおける優良事例をガイドブックとして作成し、
庁内に展開（4月）
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【別冊 生成AI活用ガイドブック（実践編）】



生成AIの活用推進②

◼Copilot for Microsoft 365を試験導入（Microsoftのアプリと連携して市の内部データを基に資料作成を行う生成AI）

①企画部門や管理部門等、専門性が必要な資料作成を行う部署へ導入

②生成AIを積極的に活用する所管課を募集し、想定活用方法から効果が見込まれる部署へ導入

【対象】専門的な資料作成を行う部署等

生成AIの活用推進②
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試験導入する部署 活用方法

管理部門／企画部門
プレゼン資料作成（PowerPoint）、報告書作成及び校正（Word）、定型形式の回答作成及び校正（Word）
チャットボット対応（チャット）

広報課 報道資料作成及び校正（PowerPoint）、広報文案作成（チャット）、SNS文案作成（チャット）

区政推進課 複数年度分の会議経過を踏まえた会議資料の作成及び議事録の要約（Word）

環境政策課 会議内容の要約（Word）、照会回答文書の作成及び校正（Word）、問い合わせ対応（outlook）

区政企画室（南区役所） 委員会等の議事録の要約及び報告書作成（Word）、SNS文案作成（チャット）

教職員人事課 人事評価等の内部データの整理・分析（Excel）、採用関係文書の新規作成（Word）

経営企画室（上下水道局） 決算等の内部データの整理・分析（Excel）、予算決算説明資料作成（PowerPoint）、あいさつ文書作成（Word）

人事委員会事務局 調査研究資料の作成（Word）

危険物保安課（消防局） 業務マニュアル作成や法的文書等の要約（Word）、関係部署との連絡文作成（Outlook）、広報文案作成（チャット）

導入部署を対象とした活用研修（６月）
導入部署にICT室が伴走支援を行い生成AIを使った業務改善（7月以降）

改善効果についてはヒアリングやアンケートにより検証（8～9月）


